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１ 計画策定に当たって 

 

  本市では、平成１８年３月の合併後、行政改革大綱及びその実施計画となる集中

改革プランに基づき定員適正化計画を策定して以降、適正な職員配置を図り、計画

的な定員管理に取り組んできました。 

  その間、人口減少・少子高齢化の問題をはじめ、市民の価値観やライフスタイル

の多様化、社会環境や市民ニーズが大きく変化する中で、本市を取り巻く状況は依

然として厳しい様相を呈しています。そうした複雑、多様化する課題への対応や自

然災害への備え等山積する行政課題に柔軟かつ迅速、的確に対応することが、今ま

で以上に求められています。 

また、令和５年度から定年延長制度が開始され、職員体制も大きく変化し、より

一層の職員の適正な定員管理が求められます。 

  平成３０年９月に『南房総市行財政改革方針２０１８』が策定され、職員の定員

適正化を基本方針の一つとして位置づけ行財政改革を推進していくこととしまし

た。本計画は、『南房総市行財政改革方針２０１８』のテーマである「持続可能な

行財政運営」を実現するため、適正な定員管理のもとに限られた人材を最大限に有

効活用し、効率的で効果的な運営体制を構築することを目的として策定します。 

 

２ 職員数の推移と現有職員数の状況 

 

（１）職員数の推移 

合併後の職員数の推移は、表１のとおりです。 

合併初年度の平成１８年度は、職員数７０８人でスタートしました。合併時に

残された諸課題を解決しながら合併のスケールメリットを活かすことを柱として、

平成１８年度に第１期定員適正化計画（平成１８年～平成２１年度）を策定して

定員適正化に取り組んだ結果、平成２１年度の職員数は目標を上回る６４１人と

なりました。続く第２期計画（平成２２年～平成２６年度）及び第３期計画（平

成２７年～平成２９年度）、第４期計画（平成３０年～平成３２年度（令和２年度））

においても継続した定員適正化に取り組み、職員数は令和３年度に５０６人とな

り、合併初年度との比較では２０２人（約２９パーセント）の職員数削減が図ら

れました。続く第５期計画（令和３年度～令和４年度）では、適正な定員管理の

もとに限られた人材を最大限に有効活用し、効率的で効果的な運営体制を構築す

ることを目的に計画名称を「定員適正化計画」から「定員管理計画」に改め、職

員数も一般行政職・専門職等については、令和３年度を基準として必要な人員を

確保する計画としました。 

しかし、若年人口の先細りと民間企業との人材争奪による労働市場のひっ迫等

の影響により、計画目標は令和４年度の職員数は５０５人に対して４９８人とな

り、７人不足する結果となりました。 
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表１ 職員数の推移 

年  度 
職 員 数 

Ａ 

前年度との 

比較  Ｂ 

定員適正化 

（管理）計画Ｃ 

計画との比較 

Ａ－Ｃ  Ｄ 

平成１８年度 ７０８人 － ７０８人 ０人 

平成１９年度 ６９１人 △１７人 ７０５人 △１４人 

平成２０年度 ６６１人 △３０人 ６９４人 △３３人 

平成２１年度 ６４１人 △２０人 ６８１人 △４０人 

平成２２年度 ６２４人 △１７人 ６３１人 △７人 

平成２３年度 ６０２人 △２２人 ６１８人 △１６人 

平成２４年度 ５７２人 △３０人 ６００人 △２８人 

平成２５年度 ５５７人 △１５人 ５８７人 △３０人 

平成２６年度 ５４０人 △１７人 ５６５人 △２５人 

平成２７年度 ５２９人 △１１人 ５３５人 △６人 

平成２８年度 ５１８人 △１１人 ５２５人 △７人 

平成２９年度 ５１０人 △８人 ５２０人 △１０人 

平成３０年度 ５０９人 △１人 ５１３人 △４人 

令和 元 年度 ５０７人 △２人 ５１０人 △３人 

令和 ２ 年度 ５０５人 △２人 ５０６人 △１人 

令和 ３ 年度 ５０６人 １人 ５０５人 １人 

令和 ４ 年度 ４９８人 △８人 ５０５人 △７人 

合  計 － △２１０ － － 

※各年度４月１日現在 

※地方公共団体定員管理調査による。 
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（２）年齢階層別職員数 

年齢階層別職員数は、表２のとおりです。 

４０歳以上の割合が非常に多く、３９歳以下の割合が少なく、年齢構成に偏り

があります。これは、合併以降の採用を抑制していたこと等によるものです。 

持続可能な行財政運営を行っていくために、計画的に職員の定員管理を行い、

年齢構成の平準化を図っていく必要があります。 

 

表２ 年齢階層別職員数 

年 齢 階 層 職 員 数 構 成 率 

２４歳以下 ２５人  ５．０％ 

２５歳以上 ２９歳以下 ３９人  ７．８％ 

３０歳以上 ３４歳以下 ３１人  ６．２％ 

３５歳以上 ３９歳以下 ４４人  ８．８％ 

４０歳以上 ４４歳以下 ８８人 １７．７％ 

４５歳以上 ４９歳以下 １０５人 ２１．１％ 

５０歳以上 ５４歳以下 ８８人 １７．７％ 

５５歳以上 ７８人 １５．７％ 

合     計   ４９８人 １００．０％ 

※令和４年４月１日現在 

78

88

105

88

44

31
39

25

55歳以上50～54歳45～49歳40～44歳35～39歳30～34歳25～29歳24歳以下

人数

 

 

 

 

 

 



 

４ 
 

（３）部門別職員数の状況 

部門別職員数の推移は、表３のとおりです。 

   部門別職員数の推移を見ると、平成１８年度と比較して総務一般、その他民生、

土木、社会教育、給食センター及び小中学校において大幅に減少しています。こ

れは、これまでの計画に基づき事務事業の見直しや公共施設の再編の推進等をし

てきたことによるものです。 

   一方、教育一般等で増加していますが、これは、市の施策として教育・子育て

事業に力を入れていることなどが要因と考えられます。 

 

表３ 部門別職員数の推移 

部門別職員数の推移 （単位：人）
H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

議会 0 7 7 7 6 6 6 6 7 6 7 5 5 4 5 5 5
　総務一般 119 121 101 89 73 67 59 55 54 51 48 46 47 46 44 44 47
　企画開発 13 16 15 15 28 29 25 23 21 19 17 18 17 18 17 18 18
　住民関連 31 29 31 34 34 35 38 35 35 37 37 35 35 35 34 34 34
　その他 2
総務計 163 166 147 140 135 131 122 113 110 107 102 99 99 99 95 96 99

税務 33 26 28 24 23 23 23 25 26 25 23 25 25 25 24 25 25
　福祉事務所 32 36 35 42 39 38 38 30 32 32 32 33 33 35 36 35 30
　保育所 41 38 38 37 37 37 34 36 40 40 40 38 41 42 42 41 43
　その他民生 17 10 12 9 12 12 8 10 9 9 6 6 6 6 6 6 7
民生計 90 84 85 88 88 87 80 76 81 81 78 77 80 83 84 82 80
　衛生 43 31 29 25 23 22 23 25 26 25 26 25 26 26 30 32 29
　公害
　清掃 34 33 29 29 32 31 30 29 26 27 25 25 25 24 24 24 24
　環境保全
衛生計 77 64 58 54 55 53 53 54 52 52 51 50 51 50 54 56 53

労働
　農業 35 30 30 30 30 29 28 27 26 26 26 24 23 23 24 25 24
　林業 4 3 3 3 3 3 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2
　水産業 8 4 3 3 3 3 4 4 3 3 3 3 3 3 3 3 3
農林水産計 47 37 36 36 36 35 34 33 31 31 31 29 28 28 29 30 29

商工 29 29 28 27 28 27 25 24 21 21 21 20 21 21 20 20 19
　土木 44 43 44 42 38 36 34 33 28 26 25 24 21 20 19 20 19
　建築 2 2 2 2 2 2 2 2 5 5 5 5 5 5 7 6 6
　都市計画
ダ　ム
　下水
土木計 46 45 46 44 40 38 36 35 33 31 30 29 26 25 26 26 25

小計(Ａ) 485 458 435 420 411 400 379 366 361 354 343 334 335 335 337 340 335
　教育一般 15 20 20 20 20 23 23 32 31 28 29 30 31 31 30 30 30
　社会教育 26 26 20 18 17 15 14 13 12 13 13 13 13 13 13 11 11
　給食センター 17 16 15 14 13 13 12 8 3 3 3 3 3 3 3 3
　その他保健体育 8 8 12 13 13 6 8 11 10 12 8 7 7 7 7 7 7
学校以外の教育計 66 70 67 65 63 57 57 64 56 53 53 53 54 54 53 51 51
　小学校 21 24 23 21 19 16 14 14 8 8 8 8 8 6 4 3 3
　中学校 7 7 7 7 7 7 7 7 6 6 6 5 5 6 5 4 3
　小中特殊学級
　高等学校
　幼稚園 48 46 45 42 40 38 32 32 35 34 32 34 32 30 31 32 27
　その他
学校教育計 76 77 75 70 66 61 53 53 49 48 46 47 45 42 40 39 33
教育計 142 147 142 135 129 118 110 117 105 101 99 100 99 96 93 90 84

消防
小計(Ｂ) 142 147 142 135 129 118 110 117 105 101 99 100 99 96 93 90 84

病院 35 37 38 38 37 37 37 34 36 36 38 38 38 39 38 39 38
水道 27 27 26 25 24 24 23 22 20 20 20 20 19 20 20 19 20
下水道
国保 4 6 5 6 6 6 7 6 6 6 6 6 5 4 4 4 4
介護保険 15 14 13 12 12 12 11 8 7 7 7 7 8 8 8 9 12
その他 2 2 5 5 5 5 4 5 5 5 5 5 5 5 5 5
小計(Ｃ) 81 86 84 86 84 84 83 74 74 74 76 76 75 76 75 76 79

普通会計合計(Ａ)+(Ｂ) 627 605 577 555 540 518 489 483 466 455 442 434 434 431 430 430 419
総合計(Ａ)+(Ｂ)+(Ｃ) 708 691 661 641 624 602 572 557 540 529 518 510 509 507 505 506 498

部門

特別行政
教育

公営企業等
会計

一般行政

総務・企画

民生

衛生

農林水産

土木
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（４）類似団体の部門別診断による職員数の状況 

類似団体部門別職員数は、表４のとおりです。 

   類似団体とは、人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）から類似する市区

町村をグループ（類型区分）に分けたものです。 

部門別診断とは、その類型ごとに示された平均指数（単純値・修正値）と市の

人口を掛け合わせ、定員管理の基準となる職員数を算出するものです。大まかな

状況を把握する場合は単純値を、同じ類型の中でも、実際の職員配置を反映させ

た状況を把握する場合には修正値を用いて算出します。 

診断の対象とするのは、一般行政部門と教育や消防の特別行政部門を合わせた

普通会計部門です。また、総務省から示された平均指数（修正値）により算出し

た「部門別診断」は表４のとおりです。 

類似団体の部門別診断による比較を見ると、総務・企画、税務、衛生、商工及

び教育部門において試算値を超過しており、普通会計部門全体でも３２人の超過

となっています。 

   なお、この診断時点では、総務省から令和４年度の平均指数が示されていない

ため、直近の令和３年度数値を用いて診断しています。 

 

表４ 類似団体の部門別診断による比較表 

  部  門 （区 分） 
R4.4.1 

対象職員数 

R3.4.1 
部門別診断 

試算値（修正値） 
超過数 

一般行政 

議会 ５人 ５人  

総務・企画 ９９人 ９２人 ７人 

税務 ２５人 ２２人 ３人 

民生 ８０人 ８７人 △７人 

衛生 ５３人 ３５人 １８人 

労働 ０人 ０人  

農林水産 ２９人 ３１人 △２人 

商工 １９人 １４人 ５人 

土木 ２５人 ２６人 △１人 

一般行政職 小計  (A) ３３５人 ３１２人 ２３人 

特別行政 
教育 ８４人 ７５人  ９人 

消防 ０人 ０人  

特別行政職 小計  (B) ８４人 ７５人 ９人 

普通会計部門職員数 合計 (A)+(B) ４１９人 ３８７人 ３２人 
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３ 他団体との比較 

 

（１）県内の類似団体との比較 

   令和３年度の千葉県内で本市と同じ類似団体の類型「Ｉ－１型」に属する市に

おける人口１万人当たりの職員数は、表５のとおりです。 

   普通会計の職員数で比較すると、本市の人口１万人当たりの職員数は１１６．

１４人で、「Ｉ－１型」に属する７市の平均９８．５４人より１８人上回ってい

ます。また、一般行政職の職員数で比較すると、本市の人口１万人当たりの職員

数は９１．８３人で、「Ｉ－１型」に属する７市の平均８０．５７人より１１人

上回っています。これは、支所・出張所が多いことや市の施策として観光事業、

教育・子育て事業に力を入れていることなどが要因と考えられます。 

 

表５ 県内の類似団体との比較（Ｉ－１型） 

（単位：人）

団体名
住基人口
 (R3.1.1)

面積
（㎢）

(R3.10.1)

普通会計
職員数

（R3.4.1）

人口１万
当たり職員数
（普通会計）

一般行政
職員数

（R3.4.1）

人口１万
当たり職員数
（一般行政）

勝浦市 16,817 93.96 214 127.25 192 114.17
鴨川市 32,290 191.14 374 115.83 310 96.00
南房総市 37,024 230.10 430 116.14 340 91.83
いすみ市 37,143 157.50 320 86.15 282 75.92
富津市 43,436 205.40 419 96.46 291 67.00
匝瑳市 35,542 101.52 266 74.84 222 62.46
大網白里市 48,960 58.08 358 73.12 277 56.58

平 均 35,887 148.24 340.14 98.54 273.43 80.57  
 

（２）全国で町村合併後に市制を施行する類似団体との比較 

   令和３年度の全国における５町村以上の町村合併により市制を施行する類似

団体（Ｉ－１型）との比較は、表６のとおりです。 

   いずれの市も町村合併に伴い面積が広く、支所・出張所を複数持つ団体であり、

人口１万人当たりの普通会計の職員数の平均は１２３．１７人で、本市の１１６．

１４人と比較して本市は７人の不足となっています。また、人口１万人当たりの

一般行政職の職員数の平均は９２．３１人で、本市の９１．８３人と比較してほ

ぼ同数となっています。 
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表６ 全国の類似団体との比較（Ｉ－１型、５町村以上の合併で市制施行） 

（単位：人）

団体名 合併町村数
住基人口
 (R3.1.1)

面積
（㎢）

(R3.10.1)

普通会計
職員数

（R3.4.1）

人口１万
当たり職員数
（普通会計）

一般行政
職員数

（R3.4.1）

人口１万
当たり職員数
（一般行政）

長崎県対馬市 6 29,663 707.42 495 166.87 341 114.96
島根県雲南市 6 37,102 553.18 427 115.09 378 101.88
愛媛県西予市 5 36,633 514.34 534 145.77 363 99.09
岡山県真庭市 9 44,245 828.53 616 139.22 437 98.77
大分県豊後大野市 7 34,692 603.14 457 131.73 331 95.41
千葉県南房総市 7 37,024 230.10 430 116.14 340 91.83
広島県安芸高田市 6 28,044 537.71 344 122.66 256 91.29

山梨県北杜市 7 46,531 602.48 503 108.10 423 90.91
新潟県魚沼市 6 35,164 946.76 436 123.99 318 90.43
三重県志摩市 5 48,370 178.94 652 134.79 415 85.80
高知県香南市 5 33,193 126.46 396 119.30 275 82.85
長崎県南島原市 8 44,440 170.13 405 91.13 357 80.33
兵庫県淡路市 5 43,131 184.24 373 86.48 330 76.51

平　均 6.31 38,326 475.65 466.77 123.17 351.08 92.31  

 

４ 計画の基本方針 

 

  将来にわたって持続可能な行財政運営を推進していくためには、事務事業の抜本

的な見直しを計画的に行うとともに、合理的で最適な職員配置を図り、職員の適正

な定員管理に取り組んでいきます。また、社会経済情勢の変化により、複雑、多様

化する行政需要に対し、柔軟かつ迅速、的確に対応できる職員を計画的に採用、育

成、確保し、必要に応じて柔軟に対応していきます。 

   

５ 計画の期間 

 

  本計画は、令和５年度から令和９年度までの５年間とし、終了日を令和１０年４

月１日とします。 

  なお、職員の定員適正化は、行財政改革の一つの柱であり、その進捗状況により

この計画の見直しが必要な場合は、随時見直すものとします。 

 

６ 計画の目標 

 

  前計画では、職員数全体については令和３年４月１日現在の職員数５０６人を基
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準とし、令和５年４月１日における職員数を５０３人にすることを目標としていま

したが、令和４年４月１日現在の職員数は４９８人となり、計画目標より５人不足

する状況となっています。 

本計画では、令和５年４月１日から施行予定の定年延長制度の動向を踏まえ、継

続的な採用により適正な定員管理に努めるとともに、持続可能な行財政運営を推進

する目的として、令和３年４月１日の実職員数５０６人を基準とし、令和１０年４

月１日における職員数を５０７人にすることを目標とします。 

 なお、定年退職以外の普通退職や勧奨退職等で減員が生ずる場合や、業務の運営

に必要な専門職において支障をきたす場合には、上記の方針に限らず適正な範囲内

で職員の確保を行うこととします。また、定年延長や暫定再任用職員を最大限活用

していきます。 

 

（１）年度別職員数の目標値                   （単位：人） 

区  分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

職 員 数 ５０６ ４９８ ５１５ ５１８ ５１２ ５１５ ５１２ ５０７ 

前 年 度 

減 員 数 
△２０ △３３ △２０ △３ △２２ △４ △１６ △１４ 

増 員 数 ２１ ２５ ３７ ６ １６ ７ １３ ９ 

増  減 １ △８ １７ ３ △６ ３ △３ △５ 

 

※職員数は、各年度の４月１日現在の数値で、地方公共団体定員管理調査の対象職員である。 

※前年度減員数には、正規職員の退職者のほか再任用職員及び任期付職員の退職、派遣職員の

派遣解除を含む。 

※増員数には、正規職員の新規採用のほか再任用職員及び任期付職員の採用、派遣職員の受入

を含む。 

 

（２）職種別退職者数及び採用者数の内訳 

 

 ア 一般行政職・専門職等                   （単位：人） 

区  分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

職 員 数 ３８３ ３７８ ３９４ ３９７ ３９６ ３９８ ３９６ ３９２ 

前 年 度 

減 員 数 
△１５ △２１ △１７ △３ △１２ △３ △１５ △９ 

増 員 数 １９ １６ ３３ ６ １１ ５ １３ ５ 

増  減 ４ △５ １６ ３ △１ ２ △２ △４ 

 



 

９ 
 

イ 保育士・幼稚園教諭                    （単位：人） 

区  分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

職 員 数 ７２ ６９ ７１ ７１ ７０ ７１ ７１ ７０ 

前 年 度 

減 員 数 
△２ △１０ △２ ０ △６ △１ ０ △５ 

増 員 数 ２ ７ ４ ０ ５ ２ ０ ４ 

増  減 ０ △３ ２ ０ △１ １ ０ △１ 

 

ウ 技能労務職                        （単位：人） 

区  分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

職 員 数 １８ １８ １７ １７ １３ １３ １２ １２ 

前 年 度 

減 員 数 
△３ △１ △１ ０ △４ ０ △１ ０ 

増 員 数 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

増  減 △３ ０ △１ ０ △４ ０ △１ ０ 

 

エ 病院医療職                        （単位：人） 

区  分 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０ 

職 員 数 ３３ ３３ ３３ ３３ ３３ ３３ ３３ ３３ 

前 年 度 

減 員 数 
０ △１ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

増 員 数 ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

増  減 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 

※職員数は、各年度の４月１日現在の数値で、地方公共団体定員管理調査の対象職員である。 

※前年度減員数には、正規職員の退職者のほか再任用職員及び任期付職員の退職、派遣職員の

派遣解除を含む。 

※増員数には、正規職員の新規採用のほか再任用職員及び任期付職員の採用、派遣職員の受入

を含む。 

 

７ 目標達成のための取組 

 

（１）行政運営体制の見直し 

効率的で効果的な行政運営を行うため、引き続き運営体制の再構築や抜本的な

組織機構の見直しに取り組みます。 



 

１０ 
 

また、新たな行政需要に対しても職員配置の最適化に努めることとし、安易に

職員を増員することなく、職員の応援体制の確保や内部の弾力的な配置で対応し

ます。 

 

（２）民間委託や市民との協働の推進 

民間委託等の実施が適当な事務事業については、行政責任の確保に留意しなが

ら、指定管理者制度の導入、民間事業者への委託、市民との協働による業務運営

等を推進します。 

 

（３）ＩＣＴツールの活用 

   業務を効率化・自動化するためにＩＣＴ（Information and Communication 

Technology（情報通信技術））やＲＰＡ（Robotic Process Automation（ロボッ

トによる業務の自動化））等の新たな技術の導入を推進します。 

 

（４）職員採用方針 

   計画期間中における定年退職者に対する補充方針は、次のとおりとします。 

 ア 一般行政職・専門職等 

   職員の年齢構成を平準化し、持続可能な行財政運営を推進していくため、定年

延長制度の動向を踏まえ、職員の採用を計画的に行います。 

 

 イ 保育士・幼稚園教諭 

   入所者数及び園児数を考慮し、任期付職員や会計年度任用職員の任用、配置及

び職員の採用を計画的に行います。 

 

 ウ 技能労務職 

   原則、不補充とし、会計年度任用職員又は民間委託等で対応します。 

 

 エ 病院医療職 

   原則として、現行職員数を確保します。 

 

（５）職員の資質の向上 

職員一人ひとりの能力と意識を高め、少数精鋭化と組織の総合力の向上を図る

ため、職員研修の充実、人事評価制度の充実、健康管理体制の充実等に引き続き

取り組みます。 

 

（６）計画の公表及び検証 

   市民周知を図るため、ホームページ等で公表します。 

また、定期的に進捗状況を検証し、改善を図ります。 


